
ロボット技術の介護利用における重点分野 

 

 

平成 24 年 11 月策定 

平成 26 年 ２月改訂 

平成 29 年 10 月改訂 

 

厚生労働省 老健局 高齢者支援課 

経済産業省 製造産業局 産業機械課 

 

 

１．背景及び概要  

 

「未来投資戦略 2017」（平成 29 年６月９日閣議決定）では、ロボット介護機

器の開発において、自立支援等による利用者の生活の質の維持・向上と介護者

の負担軽減の実現を掲げるとともに、ロボット介護機器の開発重点分野の再検

証を行い、戦略的な開発の方向性を取りまとめ、来年度以降の新たな開発支援

対象に反映させることとしている。 

平成 28 年度において、介護現場と開発企業が協議し、介護現場のニーズを反

映したロボット介護機器開発の提案内容を取りまとめるニーズ・シーズ連携協

調協議会を設置するとともに、介護分野におけるコミュニケーションロボット

の活用に関する大規模実証試験を実施したところ、新たに開発・実用化を重点

的に進めるべきロボット介護機器が明らかになった。 

このため、平成 24 年 11 月に経済産業省と厚生労働省が策定（平成 26 年２月

改訂）した「ロボット技術の介護利用における重点分野」を改訂することとし

た。 

以下のとおり、ロボット介護機器の開発・実用化にかかる重点分野を１分野

５項目追加し、合計６分野 13 項目とする。 

なお、この重点分野は、今後の科学技術や社会状況の変化に応じて、適宜見

直しを行う。 

 

 

２．重点分野の特定に向けた考え方 

 

（１）基本的な考え方 

○ロボット介護機器の開発等により、自立支援等による高齢者等の生活の質

の維持・向上と介護者の負担軽減の両方を実現することを目指す。 

○技術オリエンテッドではなく、高齢者等にとっても、介護者にとっても、



実際の介護の場面で利用したいと感じられる、現場のニーズを真に汲み取

ったロボット介護機器の開発等を推進する。 

○介護業務の生産性と効率性の向上を図る観点はもとより、魅力ある職場づ

くりを進める観点も踏まえる。 

 

（２）具体的な選定基準 

○高齢者等の自立支援と介護者の負担軽減を実現するものであること。ただ

し、医療機器としての開発が適当であるものは対象としない。 

○ニーズ・シーズ連携協調協議会の協議結果等において、介護現場のニーズ

や関心の高い分野であること。 

○ロボット技術の利用が合理的な分野であること。 

 

 

３．今後の開発等の重点分野 

 

ロボット技術の介護利用は、現在、様々な分野で様々な主体により進められ

ているが、両省が実施する開発等の支援における重点は、当面以下のとおりと

する。（※●が今回追加した新重点分野） 

 

（１）移乗介助 

○ロボット技術を用いて介助者のパワーアシストを行う装着型の機器 

○ロボット技術を用いて介助者による抱え上げ動作のパワーアシストを行う

非装着型の機器 

 

（２）移動支援 

○高齢者等の外出をサポートし、荷物等を安全に運搬できるロボット技術を

用いた歩行支援機器 

○高齢者等の屋内移動や立ち座りをサポートし、特にトイレへの往復やトイ

レ内での姿勢保持を支援するロボット技術を用いた歩行支援機器 

●高齢者等の外出等をサポートし、転倒予防や歩行等を補助するロボット技

術を用いた装着型の移動支援機器 

 

（３）排泄支援 

 ○排泄物の処理にロボット技術を用いた設置位置の調整可能なトイレ 

 ●ロボット技術を用いて排泄を予測し、的確なタイミングでトイレへ誘導す

る機器 

 ●ロボット技術を用いてトイレ内での下衣の着脱等の排泄の一連の動作を支

援する機器 



 

（４）見守り・コミュニケーション 

○介護施設において使用する、センサーや外部通信機能を備えたロボット技

術を用いた機器のプラットフォーム 

○在宅介護において使用する、転倒検知センサーや外部通信機能を備えたロ

ボット技術を用いた機器のプラットフォーム 

●高齢者等とのコミュニケーションにロボット技術を用いた生活支援機器 

 

（５）入浴支援 

○ロボット技術を用いて浴槽に出入りする際の一連の動作を支援する機器 

 

（６）介護業務支援 

●ロボット技術を用いて、見守り、移動支援、排泄支援をはじめとする介護

業務に伴う情報を収集・蓄積し、それを基に、高齢者等の必要な支援に活

用することを可能とする機器 

 

 

４．その他 

 

（１）引き続き調査・検討を行う分野 

ニーズ・シーズ連携協調協議会等により幅広く介護現場のニーズを把握し、

必要に応じて両省が実施する開発等の支援における重点への位置づけを検討

する。 

 

（２）開発と普及の好循環の創出 

○ロボット介護機器の開発と普及の好循環を創出できるよう、両省で協力す

る必要がある。 

○介護現場のニーズを真に汲み取って開発シーズとつなげられるよう、ロボ

ット介護機器の開発プロジェクトを牽（けん）引するプロジェクトコーデ

ィネーターを育成・配置する。 

○安全面に配慮したロボット介護機器の開発を進め、ロボット介護機器の効

果を評価し、介護現場での実証を促進する。 

○ロボット介護機器の活用について、効果実証を着実に進め、その結果を踏

まえて、利用者の生活の質の維持・向上と介護者の負担軽減に資するもの

について、次期介護報酬改定の際に、介護報酬や人員・設備基準の見直し

等の制度上の対応を行う。 


